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Abstract:　We conducted nutritional education for three months for university students enrolled in registered 

dietitian training programs based on each stage of the behavior modification scale and assessed its effectiveness. 

Subjects were divided into the educational intervention group (n=19; mean age, 20.1±0.6 years; three men, 16 

women) and control group (n=12; mean age, 20.3±0.6 years; 12 women). A survey, which included a behavior 

modification scale and a questionnaire on dietary life, and physical measurements were conducted, and repeated 

three months later. For the educational intervention group, group nutritional education and intervention involving 

groupwork and cell-phone text messaging for each stage of behavior modification were conducted. In the 

educational intervention group, the behavior modification scale scores significantly improved (p<0.01), and many 

subjects had shifted to the "action stage". In addition, a significant improvement (p<0.05) on Morimoto's Health 

Practice Index was observed in this group. The results of a food frequency questionnaire showed significant 

reductions (p<0.05) in the control group for carbohydrates, Ca, Mg, Fe, vitamin B12, dietary fiber, and sodium 

chloride. A significant reduction in body fat percentage was observed in both groups, and a significant reduction 

in body weight was observed in the control group. The present three-month nutritional education intervention 

using the health behavior theory was thought to improve awareness regarding dietary habits. However, as no 

improvements were seen for nutrients, a stronger approach may be required. 
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Ⅰ序論

１．背景

　１次予防を目的とした「健康日本21」の動き

が注目されており、平成19年にその中間評価報

告が発表された。この報告によると、肥満者の割

合が40歳から60歳代の女性でほぼ横ばいで中年

男性では増加傾向にある。「糖尿病が強く疑われ

る人」（糖尿病有病者）は、女性は増加していなかっ

たが、男性で引き続き増加していた。「糖尿病の

可能性を否定できない人」の割合は男女ともに増

加傾向にある1）。中高年において健康増進のため

に、生活習慣を変化させるのは困難を伴うことを

予測させる結果であろう。

　また、平成17年国民健康・栄養調査結果の概

要によると、成人の体型の状況は、男性の20歳

以上で、肥満者（BMI≧25）の割合が20年前や

10年前と比べて増加している。20歳代男性でも

19.8％となっている。一方、低体重（やせ）の

者の比率は、女性の20歳代で22.6％、30歳代で

20.0%であり増加している２）。青年期の男性にお

いては肥満が、女性はやせの割合が増加している。



これらの事は、生活習慣病予防の一次予防、二次

予防の観点から積極的対策が必要であることを示

し、特に体重コントロールと関連の深い、食生活

改善を中心としたアプローチの重要性を示すもの

であろう。

　「健康日本21」の平成19年中間評価報告による

と、栄養・食生活は多くの生活習慣病との関連が

深く、また、生活の質と関連も深い。健康・栄養

状態の改善を図るには、人々が良好な食生活を実

現するための個人的な行動変容及びそれを支援す

る環境が必要とされている1）、と考察されている。

　これらのことより、大学生の食習慣、生活習慣

を把握するとともに、大学生という早い段階で栄

養教育を行い、生活習慣病の予防をする必要があ

ると考えた。また、大学生のライフスタイル調査

を含む先行研究３）で、非常に多忙な者が多いと

いう結果があった。多忙な生活の場合、食習慣や

生活習慣が乱れ、欠食や偏食などにもつながりか

ねない。多忙なライフスタイルの改善も必要かと

思うが、限られた時間のなかで、簡易な方法や短

期間での栄養教育の開発も必要ではないだろう

か。また、栄養学専攻の学生は食事に対する意識

が高いという結果４）がある。管理栄養士課程の

大学生を対象とした場合は、３ヶ月程度の栄養教

育で問題改善が可能ではないかと考えた。そこで

本研究においては、食生活や栄養改善に有効とさ

れる健康行動理論を用い、３ヶ月間のプログラム

を組み、大学生を対象に栄養教育を行いその効果

を検討することとした。

２．健康行動理論

　健康行動理論は、人の健康に対する態度や意思

決定過程を説明する理論である。生活習慣病をは

じめとする多くの疾患の予防と治療には、人が健

康であるためによいとされる行動をとり、それを

維持することが必要になる。健康行動とは単に病

気予防や疾病回避的であるというだけではなく、

より豊かな社会生活と内面生活を過ごすための前

提として、望ましい健康状態を形成・維持・増進

させる行動のことである。

　行動変容段階尺度は健康行動理論の一つであ

る。健康を維持するための行動は「５段階の行動

変容段階尺度」を経て獲得されることがアメリカ

の心理学者プロチェスカらによって提唱されてい

る5）。この５段階の行動変容段階尺度は前熟考期、

熟考期、準備期、行動期、維持期に分類されてお

り、これに対応した段階別指導法が提唱され、そ

のステージに応じ、行動変容のための介入を行う

ことが、健康指導に有効とされている。また、上

記の５段階の変容プロセスを組み合わせて介入し

ていく方法も示されている6）。健康行動理論を用

いない今までの方法は、栄養教育をする際に、改

善できる人とできない人の２段階に分けて行って

いたので、改善できない人の中に前熟考期、熟考

期、準備期など意識の違いがあることを認識せず

に教育を行っていた。このため、ある程度やる気

のある人しか改善することができなく、行動変容

の限界があることが問題点であった。健康行動理

論は、行動変容の過程を10段階のプロセスと５

つの変容ステージに分けることによって、栄養・

生活習慣の改善のやる気のない人でもその人その

人の問題点に着目して栄養教育をしていくため、

食生活や栄養改善に有効だといえる。

　しかし、健康行動理論に沿って働きかければ、

必ず対象者の行動が変容するとはいえない。実際

はそれほど簡単なことではなく、以下のようなも

のが、行動変容に至らない理由として考えられ、

留意が必要である7）。スタッフと対象者との間に

良好な信頼関係（ラポール）が形成されていない

ために、対象者がスタッフの言葉に本気で耳を傾

けていない場合。スタッフ側のコンサルテーショ

ン技術や健康行動理論の理解が不十分な場合。健

康に関する行動は、健康行動理論の要素だけでは

なく、社会経済的な状況を含めた環境など、いろ

いろな要因が関係していると考えられ、対象者が

使用した健康行動理論とは異なる理由で行動する

場合。一度習慣化した行動が変容するためには、

かなり時間がかかるという時間的な要因もある。
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３．森本の健康習慣指数

　森本の健康習慣指数とは森本が「ブレスローの

健康７則」を現代の日本人のライフスタイルに合

わせて改変し、いくつ健康によい生活習慣を行っ

ているかを点数化したものである8）。

４．食物摂取頻度調査（FFQg　Ver.2）

　食物摂取頻度調査は、食品リストにより設定さ

れた重量とその頻度を回答する方法で、時間やコ

ストがかからないという利点がある。今回使用し

た食物摂取頻度調査票（FFQg）は29食品群にま

とめ、さらに食品イラストを利用し、日常の１～

２週間程度の期間の栄養素及び食品群別摂取量を

推定する方法である。食品群をベースに作成した

食物摂取頻度調査票（FFQg）を用いた個人のエ

ネルギー及び栄養素を推定する方法は、栄養素だ

けではなく、食品群別摂取量の推定において妥当

性が認められ、有効な手段であるとされている9）。

５．腹囲

　近年メタボリックシンドローム（内蔵脂肪症候

群）が注目され、その診断基準として腹囲が用い

られている。腹囲は内臓脂肪の蓄積と相関すると

いわれ、内臓脂肪の蓄積が生活習慣病である高血

圧やインスリン抵抗性、脂質異常症、糖尿病など

を誘発することが明らかにされてきている10）。そ

こで、腹囲はひとつの健康度の指標になるとして、

また大学生での検討結果が少ないことから測定を

行うこととした。

６．実物大料理カード

　実物大料理カードは、カードの表面が料理の実

物大カラー写真で表現され、裏面には主食・主菜・

副菜別に、レシピ、エネルギーと食塩、料理特性

を記載している。料理の写真や栄養成分が記載さ

れているカードを用いた栄養教育は、楽しく、か

つ参加者の活動を主体的にさせ、知識の定着度が

高いなどの効果が報告されている。栄養教育にお

ける調理実習を中心とした調理プログラムに比

べ、料理カードを使用したプログラムの方が、食

知識・食態度・食行動の変化からみた学習効果が

高いと評価されている。そして、さまざまな世代

での栄養教育実践で、その効果が報告されている。

また、調理実習では作れる料理の量が限られるが、

実物大料理カードを使用することにより、何種類

もの料理の組み合わせが可能になるため、さまざ

まな献立による栄養教育が行えるとともに、調理

実習よりも短時間で栄養教育を行うことが可能に

なる11）。本研究では、グループワークに用いるこ

ととした。

Ⅱ目的

　管理栄養士課程の大学生を対象とし、食物摂取

頻度調査、身体計測、行動変容段階尺度、森本の

健康習慣指数を用いて、食習慣と生活習慣の実際

と食習慣と生活習慣に対する意識調査を行い、各

段階におけるアプローチによって、大学生におけ

る健康行動理論を用いた短期間の栄養教育が有効

であるか、また、大学生における携帯電話のメー

ルによる教育と、集団教育から、食習慣と生活習

慣の変容には今回計画した教育方法が有効である

かを検討する。

Ⅲ方法

１．対象者

　管理栄養士過程の大学生で、３ヶ月間の栄養教

育プログラムに参加を希望した者を教育介入群と

した。また、同じく管理栄養士過程の大学生で栄

養教育プログラムへの参加は希望しなかったもの

の、身体計測、食生活習慣の調査に参加を希望し

た者を対照群とした。教育介入群19名（平均年

齢20.1±0.6〔SD〕歳、男性３名・女性16名）、対

照群12名（平均年齢20.3±0.6〔SD〕歳、女性12名）

であった。



２．実験プロトコル

　参加希望者に対し、インフォームド・コンセン

トを行い、実験参加の同意を得た。教育介入群、

対照群ともに、健康行動変容段階尺度、森本の健

康習慣指数、食物摂取頻度調査（FFQg　Ver.2 ）

の質問紙を用い自記式で調査を行うことと、身体

計測（身長、体重、体脂肪、腹囲）を介入前と３ヶ

月後に行い、結果を比較検討した。

　教育介入群、対照群ともに介入前、食物摂取頻

度調査の結果を返却した。さらに教育介入群には

介入期間３ヶ月の間に集団栄養教育５回、携帯電

話メール３回、グループワーク１回の教育介入を

行った。実施時期は2007年５月から2007年８月

までの３ヶ月間であった。

・集団栄養教育

　昼休み時間内に１回30分程度の教育を３ヶ月

の間に５回行った。参加時の食物摂取頻度調査の

結果より過不足のあった内容をメインテーマに講

話を行った。また、家でも見直してもらえるよう

にパンフレットの配布を行った。内容は大多数

（19人中13人）を占める熟考期に合わせたプログ

ラム内容とした。また、毎回教育の理解度を調べ

るため、講話終了後アンケート調査を行った。

・携帯電話メール

　３ヶ月の間に３回送り、参加者本人が立てた目

標を常に意識してもらうため、集団栄養教育と次

回の集団栄養教育の間にメールを送信した。メー

ルの内容は、返信を強要せず短文とした。

・グループワーク

　今の自分の食生活を実際に見て確かめてもらう

ため、実物大料理カードを用いて普段の昼食を再

現してもらい、エネルギー、脂質、たんぱく質、

塩分を算出した。また、各個人の目標量が記入さ

れた用紙を配布し、自分がバイキングで選んだ料

理のエネルギー、脂質、たんぱく質、塩分の実際

量と目標量とを比較してもらった。そこから、自

分の気づきを用紙に記入し、提出してもらった。

この結果は行動変容段階別に分かれてのグループ

ワークのテーマとして用いた。また、自身の目標

の実行度合いについて具体例を挙げて話し合って

もらった。

３．統計解析

　行動変容段階尺度の群間内の比較はウィルコク

ソン符号付順位和検定で行った。行動変容段階尺

度の群間差の比較はマン・ホイットニ検定で行っ

た。森本の健康習慣指数、食物摂取頻度調査、身

体計測の２群間の時系列の変化は重複測定分散分

析で行った。また、森本の健康習慣指数、食物摂

取頻度調査、身体計測の介入前後の群間内の比較

は対応のあるt検定で行い、介入前・介入後の２

群間の比較は対応のないt検定で解析した。統計

ソフトは4Steps エクセル統計　statcel212）を使用

した。統計学的有意水準は５%未満とした。

Ⅳ結果

１．行動変容段階尺度

　教育介入群の行動変容段階尺度の介入前後の比

較で、意識に有意な変化がみられた。行動変容段
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図 1　教育介入群 (n=19) 健康変容段階尺度介入前後の比較

図 2　対照群（n=12）健康変容段階尺度介入前後の比較



階が上昇している者が多く、熟考期が47%減少し、

行動期が47%増えた（図1）。対照群においては有

意な差は見られなかった（図2）。教育介入群と対

照群の２群間比較で介入前に差が無く、介入後に

は教育介入群の段階の上昇が反映され有意な差が

みられた。

２．森本の健康習慣指数

　教育介入群と対照群の介入前後の２群間の森本

の健康習慣指数の比較では差がなかったが、介入

群に有意な改善がみられた（図3）。

３．身体計測

　対照群の体重に有意な減少がみられた（表1）。

体脂肪率は、教育介入群、対照群ともに有意な減

少がみられた。教育介入群では平均BMIが20.9か

ら21.5に有意に上昇し、対照群では23.1から22.3

に有意に減少した。腹囲については介入群におい

て、有意な上昇がみられた。教育介入群では平均

BMIが20.9から21.5に有意に上昇し、対照群では

23.1から22.3に有意に減少した。
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４．食物摂取頻度調査

　対照群に炭水化物、カルシウム、マグネシウム、

鉄、ビタミンB12、食物繊維、食塩に有意な減少

がみられた（表2）。

　過不足のあった栄養素は脂質、鉄、カルシウ

ム、食物繊維、食塩で、過剰栄養素であった脂質

は19人中15人が過剰、食塩は19人中10人が過剰

であった。不足栄養素であった、鉄は19人中15

人が不足、カルシウムは19中14人が不足、食物

繊維は19人中18人が不足していた。

図 3　教育介入群（n=19）と対照群（n=12）の介入前後の
　　　2群間の森本の健康習慣指数比較

表 1　介入前後の 2群間の身体計測比較



５．結果のまとめ

　介入後、教育介入群では行動変容段階尺度が行

動期に移行している人が多く、有意な改善がみら

れた。一方対照群では有意な差は見られなかった。

森本の健康習慣指数は、教育介入群で有意な上昇

がみられた。食物摂取頻度調査の結果、教育介入

群で介入前後に変化は見られなかったが、対照群

では炭水化物、カルシウム、マグネシウム、鉄、

ビタミンB12、食物繊維、食塩に有意な摂取量の

低下がみられた。身体計測の結果、教育介入群・

対照群ともに、体脂肪率の減少がみられ、BMIは

教育介入群において有意な上昇、対照群において

有意な減少がみられた。

Ⅴ考察

　大学生における健康行動理論を用いた比較的簡

易な３ヶ月間の介入は、食習慣に対する意識を改

善すると考えられた。意識を改善した理由として、

参加者本人が達成可能な目標を設定したことで、

参加者の意欲を喚起したことにあると考える。食

事調査では有意な変化は無く、また、実際に目標

を達成できたかどうかは自己報告であったが、こ

の短期間で目標を達成している参加者は19名中

６名いた。また、個人の行動及びそれを支援する

ための環境を作ったことが行動変容段階を上昇さ

せた理由であろう。しかし、行動変容段階が上昇

しても３ヶ月間以内では元の習慣に戻る可能性が

高く、６ヶ月間維持することができれば、元の習
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表 2　食物摂取頻度調査結果



87管理栄養士課程の大学生における健康行動理論を用いた栄養教育の検討

慣に戻る可能性は著しく低下すると言われている
４）このため、継続的なメールでの介入など、何

らかの働きかけが必要であると考える。

　対照群の結果では食物摂取頻度調査結果の返却

のみで、いくつかの栄養素摂取量が減少するとい

う食生活の変化がみられた。内容は生活習慣病、

特に高血圧と癌の一次予防の観点から過剰摂取へ

の対策が必要とされる食塩の減少がみられた。そ

の他に減少がみられた栄養素は、炭水化物、カル

シウム、マグネシウム、鉄、ビタミンB12、食物

繊維などであり、必要な栄養素までもが減少して

しまった。この結果から、食物摂取頻度調査結果

の返却のみでは、適正な栄養素摂取を行えるよう

になるには不十分であると考えられた。教育介入

群のような栄養教育をすることで、過不足のある

栄養素を適正にコントロールが行えるよう、働き

かけが必要であると考えられた。

　教育介入群では、食習慣に対する意識の改善は

みられたが食生活の改善はみられなかった。３ヶ

月の介入期間で食生活の改善を行うには、個別に

過不足のあった食品について指導すること、また

はメールで具体的なアドバイスを行うなど、より

強力なアプローチが必要であったと考えられる。

また、より長期間の継続した栄養教育を行うこと

によって、食生活の問題改善に向けた行動が維持

され、行動変容段階尺度を上昇させることにより、

食生活の改善が予測される。ある程度、長期間の

継続介入が必要な可能性も推測された。

　また今回は北海道文教大学に限定して調査を

行ったが、より信頼度の高い研究調査を行うため

には、対象地域の拡大と対象者を増やし、実施す

ることが必要であろう。

Ⅵ結語

　大学生における健康行動理論を用いた比較的簡

易な３ヶ月間の介入は、食習慣に対する意識を改

善することができた。しかし、食生活の改善には

至らず、より強力なアプローチが必要であると考

えられる。
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